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　拙稿［２ ０１３］ では、近年の監査実務の現状を把握することを目的として、特に
過失による監査の失敗事例に着目した調査を行った。その結果、監査の失敗の主
な原因が、職業的専門家としての正当な注意が払われなかったこと、および十分
な水準の職業的懐疑心が保持されていなかったことであるということを明らかに
した。これらは従来から監査の基準においても十分に強調されてきたと思われる
が、このような事例が相次いで発生していることを考慮すれば、基準等の改訂に
よる対応には限界があると言わざるを得ない。したがって、それとは別の手段、
すなわち監査人にそれらを容易に行えるようにさせるような新しい枠組みの開発
に取り組む必要があると考える。
　そのような取り組みを進めていくには、現実に発生している事例を詳細に分析
することが必要であると思われる。具体的には、職業的専門家としての正当な注
意を払うことや職業的懐疑心を保持することを妨げる根本的原因を究明すること
である。また、これと同じように重要なことは、新しい枠組みの前提となる基礎
理論を整理することである。職業的専門家としての正当な注意を払うとはどうい
うことなのか 、 その中で強調されている職業的懐疑心とはどのような概念なの
 
か、それらは監査の理論の中でどのように位置づけられているのか。これらにつ
いては従来からも議論が行われてきたが、新たな枠組みの基礎をなすという点か
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ら考えても、それらを整理することは必要であると言える。本稿は、これらの
 
２
つの課題のうちの後者に取り組むものであり、その端緒として職業的懐疑心の概
念の整理を試みるものである。
　 監査における職業的懐疑心の概念は Mautz and Sharaf［１ ９６１］ に端を発し 、
以後、半世紀以上にわたって様々な議論がなされてきた。しかし、後述のように
現在に至ってもなお、職業的懐疑心の定義は論者によって区々な状態である。た
だし、 その文言から少なくとも 「疑ってかかる姿勢」 という要素が含まれているこ
とは見て取れる。また、職業的懐疑心の対象に着目してみると、この半世紀のう
ちに、監査意見を形成するために入手および評価される監査証拠から監査を実施
する前提としての経営者の誠実性へと、その焦点が移り変わってきた。その背景
には、「経営者は誠実である」 というそれまでの監査の前提を覆すような経営者に
よる会計不正事例の発生があったと言える。そこで、本稿では、職業的懐疑心の
概念整理の一環として、現在その対象とされている経営者の誠実性との関係につ
いての考察を行う。
　本稿の構成は次のとおりである。初めに、現行の監査の基準における職業的懐
疑心の取り扱いを紹介する。その際、職業的懐疑心の概念を包含する職業的専門
家としての正当な注意の取り扱いについても併せて触れている。次に、職業的懐
疑心に関するこれまでの議論の展開を、 主に任［２ ００９、 ２０１１］ の考察に基づいて
整理する。さらに、経営者の誠実性に対する職業的懐疑心を監査理論の視点から
検討するために、監査理論の前提となる監査公準に着目し、監査人と経営者の間
の利害対立の有無に関連する
 
２
 
つの異なる公準について考察する。最後に、経営
者の誠実性に対する職業的懐疑心を 「経営者が誠実でなくなる可能性を評価する
際の監査人の姿勢」 と定義し、監査人が評価した経営者の誠実性の水準とそれに
よって影響を受ける諸要素との関係について考察する。
 ????????????????????????
?????????????????
　現在の我が国の 『監査基準』 は、「第一　監査の目的」 、「第二　一般基準」 、「第
三　実施基準」 、「第四　報告基準」 の
 
４
 
つの区分から構成されている。そして、
このうちの 「第二　一般基準」 の
 
３
 
において、「監査人は、職業的専門家としての
正当な注意を払い、 懐疑心を保持して監査を行わなければならない」 １）と規定され
 １）  企業会計審議会［２ ０１３］ 、５ 頁。
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ている。
　職業的専門家としての正当な注意 （以下、正当な注意とする。 ） とは、監査人が
職業的専門家として監査業務を遂行するにあたって当然払わなければならない注
意のことである  ２） 。正当な注意の概念は非常に抽象的な内容であるが、我が国の
民法第６４４ 条に規定される 「 善良なる管理者の注意 」３） や公認会計士法第３０条
 
第
 
２
 
項に規定される 「 相当の注意」４） に相当する概念であるとされている 。 した
がって、正当な注意は、監査人が合理的な注意と勤勉さをもって自らの有する技
術を行使する義務に関連している 。 すなわち 、 正当な注意を具体的に解題した
 
「第三
 
実施基準」 と「第四
 
報告基準」 を遵守する責任を監査人に課しているので
ある。さらに、監査人が職業的専門家として特別の技術を有していることを自ら
主張している場合には、監査人として同じ職業に従事する他の者が通常有してい
るものと同程度の技能を有し、それを監査契約の締結から監査報告書の作成およ
び提出に至る監査業務の全般にわたって、誠実に、用心深く、実施しなければな
らないことを要求している。したがって、監査人が正当な注意を行使したか否か
の第一義的な分岐点は、監査のプロセスにおいて、監査の基準に従って監査を実
施し、監査報告を行ったか否かであるとされている。
　このように、正当な注意の概念は、監査人が行使すべき注意の水準の基本的な
目安を示したものであるが、それと同時に、この概念は監査人の責任の限界を示
すものでもある。監査人は、職業的専門家としての技能をもって正当な注意の下
に誠実に監査を実施する義務があるため、この義務を怠れば、監査業務上の過失
を犯したものとして社会的制裁を受けることになる。しかし、正当な注意を払っ
たにもかかわらず、不正または誤謬を発見することが出来なかった場合には、監
査人は責任を負わなくてよいとされている。すなわち、正当な注意の基準は、合
理的な注意と誠実さをもって自己の有する技能を行使することに対する責任を監
査人に負わせるものではあるが、彼らの業務の結果について何の誤りもなく、そ
れが絶対確実であることを保証するものではない。
 ２）  また、正当な注意は、社会の人々が職業的専門家である監査人に対して当然払うと期待している
注意であるとも理解されている。この意味で、正当な注意の水準は絶対的なものではなく、時代
の変遷とともに変化していくものである。
 ３）  民法第６４４条 は、「受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処
理する義務を負う。 」 と定めている。
 ４）  公認会計士法第３０条 第 ２  項は、「公認会計士が、相当の注意を怠り、重大な虚偽、錯誤又は脱漏
のある財務書類を重大な虚偽、錯誤及び脱漏のないものとして証明した場合には、内閣総理大臣
は、前条第一号又は第二号に掲げる懲戒の処分をすることができる。 」 と定めている。
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　「第二　一般基準」 の
 
３
 
の後半部分において、監査人は 「懐疑心を保持して監査
を行わなければならない」 と規定されている。この文言は、 ２００２年
 
１
 
月に実施さ
れた『 監査基準』 の改訂において新たに設けられたものである 。 本来、 ここに規
定されている職業的懐疑心の保持は、上述した正当な注意の概念に包含されるも
のであると考えられている 。 それが敢えて 『 監査基準』 に明文化され 、 正当な注
意とともに列記されることとなった理由について、 ２００２ 年改訂の「前文」 では次
のように述べられている 。 すなわち 、「 監査人としての責任の遂行の基本は 、 職
業的懐疑心としての正当な注意を払うことにある。その中で、監査という業務の
性格上、監査計画の策定から、その実施、監査証拠の評価、意見の形成に至るま
で、財務諸表に重要な虚偽の表示が存在する虞に常に注意を払うことを求めると
の観点から 、 職業的懐疑心を保持すべきことを特に強調 」５） するためであった 。
つまり 、『 監査基準』 に明文化することによって 、 監査人が職業的懐疑心を常に
 
保持して監査を行うことこそが重要な虚偽の表示の指摘につながることを強調し
たのである。
　職業的懐疑心を明文化した ２００２ 年改訂後も、『監査基準』 は必要に応じて改訂
が行われてきた 。 しかし 、 最近になってもなお 、 金融商品取引法上のディスク
 
ロージャーをめぐり、不正による有価証券報告書の虚偽記載等の不適切な事例が
相次いだ。こうした事例においては、結果として財務諸表監査が有効に機能して
おらず、より実効的な監査手続を求める指摘がなされてきた。従来から、監査人
は職業的懐疑心を保持して、不正および誤謬により財務諸表に重要な虚偽の表示
がもたらされる可能性に関して評価を行い、その結果を監査計画に反映し、これ
に基づいて監査を実施することが要求されていた。しかし、当時の基準では財務
諸表における重要な虚偽の表示につながる不正に対応できるように監査実務を適
切に方向づけるには不十分であるという指摘等を踏まえて、不正による重要な虚
偽表示のリスク （以下、不正リスクとする。 ） に対応した監査手続を明確化すると
ともに、一定の場合には監査手続をより慎重に実施することを求めるとの観点か
ら、 ２０１３年
 
３
 
月に『監査における不正リスク対応基準』 （以下、 『不正リスク対応
基準』 とする。 ） が設定・公表された  ６）。
　『不正リスク対応基準』 は、その冒頭において「職業的懐疑心の強調」 を掲記して
いる。これは、監査人が不正リスクに対応するためには、誤謬による重要な虚偽
 ５）  企業会計審議会［２ ００２］ 、６ 頁。
 ６）  企業会計審議会［２ ０１３］ 、１４ -１６頁 。
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表示のリスクに比べて、より注意深く、批判的な姿勢で臨むことが必要であり、
監査人としての職業的懐疑心の保持および発揮が特に重要であるとの考え方に基
づいている。通常、不正は他者を欺く行為を伴う意図的な行為であるため、監査
人が不正による重要な虚偽の表示を発見できない可能性は、誤謬による重要な虚
偽の表示を発見できない可能性よりも高くなるとされている。また、経営者によ
り不正が行われる場合には、内部統制が無効化される場合が多いため、監査人が
経営者不正による重要な虚偽の表示を発見できない可能性は、従業員不正による
場合よりも高いとされている 。 このような不正の特徴から 、『 不正リスク対応基
 
準』 は、不正リスクの評価、評価した不正リスクに対応する監査手続の実施およ
び監査証拠の評価の各段階において、職業的懐疑心を保持および発揮することを
求めている。さらに、監査手続を実施した結果、不正による重要な虚偽の表示の
疑義に該当するかどうかを判断する場合や、不正による重要な虚偽の表示の疑義
に該当すると判断した場合には、職業的懐疑心を高めて監査手続を実施すること
を求めている  ７） 。
　 以上のように 、 職業的専門家である監査人は 、 その業務を実施するにあたっ
 
て、常に正当な注意を払うことが要求されている。これに加えて、監査業務を実
施する場合には、その業務の性格を考慮して、監査に特有の概念である職業的懐
疑心の保持および発揮が強調されている。それでは、この職業的懐疑心とはどの
ような概念なのであろうか。次節ではこの点について論ずる。
 ?????????????????
??????????????
　職業的懐疑心は、監査において非常に重要な概念であるにもかかわらず、現在
においてもなお、統一的な定義がなされているとは言えない。我が国における監
査の実務指針の
 
１
 
つである監査基準委員会報告書（以下、監基報とする。 ）で は、
職業的懐疑心を「 誤謬又は不正による虚偽表示の可能性を示す状態に常に注意
し、 監査証拠を鵜呑みにせず 、 批判的に評価する姿勢 」８） であると定義している
 
が、 例えば、 McMillan and White［１ ９９３］ は、「 保守的な偏向（ conservative 
 ７）  企業会計審議会［２ ０１３］ 、１５、 １８頁 。
 ８）  監査基準委員会［２ ０１３］ 、２ ０頁 。
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bias）」９） 、 Nelson［２ ００９］ は、「その情報が監査人にとって利用可能であることを条
件に、あるアサーションが間違っているリスクが高いという評価を反映する監査人の判断
および意思決定によって示されるもの」 １０） と定義している。
　 上記のように文言によって定義を示す代わりに 、 職業的懐疑心の特徴や構成
 
要素を列挙している論者もいる 。 例えば、 Hurtt［２ ０１０］ は、 監査の基準に対  
する徹底的な検討と監査論、心理学、哲学、および消費者行動論に関する研究に
対する検討から 、 職業的懐疑心の特徴として次の
 
６
 
つを挙げている 。 すなわ
 
ち、「 疑 っ て か か る 心 （ a questioning mind）」、「 判 断 の 留 保（ suspension of 
judgment）」、「知識の探求（ a search for knowledge）」、「対人理解（ interpersonal 
understanding）」、「 自尊心（ self-esteem）」、 そして 「 自律性（ autonomy）」で あ
る １１）。また、任 ［２ ００６
 a］ は、日本基準、アメリカ基準、そして国際基準におけ
る職業的懐疑心に関する規定の比較から、職業的懐疑心の構成要素として次の
 
８
つを挙げている。すなわち、 「正当な注意義務の下位概念」 、「疑いを持つ精神」 と
「 批判的な評価」、「 説得力ある証拠の要請 」、「 監査の全過程における発揮の要
 
請」、「中立性の要件」 、「心証のリセット」 、「（証拠評価に関わる） 経営者誠実性の
間接的棄却」、 そして「（反証なき場合の） 証拠真実性の是認」 である １２） 。なお、 任
［２ ００６
 a］ が挙げたこれらの構成要素と現行の基準における関連箇所との対応
は、図表
 
１
 
のようになっている。
 ９）  McMillan and White［１ ９９３］ ， p. ４４３ .
 １０）  Nelson［２ ００９］ ， p. ４ .
 １１）  Hurtt［２ ０１０］ ， p. １５１ .
 １２）  任［２ ００６  a］、７ １ 頁の図表 １  -２ を参照。
?????????????????????????
現行基準の関連箇所職業的懐疑心の構成要素
『不正リスク対応基準』 前文正当な注意義務の下位概念
監基報２００第 １２項（１ １）疑いを持つ精神と批判的な評価
監基報２００の Ａ２１項説得力ある証拠の要請
『不正リスク対応基準』 第
 
１
 
の
 
１監査の全過程における発揮の要請
『不正リスク対応基準』 前文中立性の要件
『不正リスク対応基準』 第
 
１
 
の
 
１心証のリセット
監基報２００の Ａ２１項（証拠評価に関わる） 経営者誠実性の間接的棄却
監基報２４０第 １２項（反証なき場合の） 証拠真実性の是認
出所：任［２ ００６  a］、７ １ 頁の図表１ -２ を参考に筆者作成
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　このように、職業的懐疑心の定義については論者によって区々であり、今後も
継続的に検討を行うべき部分であると言えるが、本稿では職業的懐疑心を 「ある
対象を疑ってかかる監査人の姿勢」 と暫定的に定義する。
?????????????????
　前述のように、職業的懐疑心の概念は監査において重要な概念であり、今日で
は監査研究上の主要なテーマとなりつつあるが、監査において職業的懐疑心の概
念が議論されるようになったのはいつ頃からであろうか 。 ここでは 、 任［ ２００９ , 
２０１１］ の考察を基に、職業的懐疑心の意味内容の変遷を示す。
??? ???????????
　懐疑心または懐疑主義という概念は、もともと哲学において議論されてきたも
のである。任 ［２ ００９］ によると、監査研究の世界にこの用語が持ち込まれた嚆矢
は Mautz and Sharaf［１ ９６１］で あっ た。彼 ら は、そ のま ま では厳格すぎる哲学
的懐疑主義の考え方を、監査理論に応用可能な適度で穏やかな水準に修正しよう
と試みた。その結果、彼らは懐疑の運用を監査証拠の属性論に移し変え、操作的
に規定することが出来ない 「心の働き」 の代わりに、 監査証拠の属性峻別によって
監査の成否を判断する構想を示したのである 。 このように 、 Mautz and Sharaf
［１ ９６１］ は、監査証拠の価値を高める方法として、監査における哲学懐疑主義の
採用を提案した。
　このように、職業的懐疑心の概念は当初、監査証拠に関連付けて議論されてい
た。 しかし 、１９７０ 年代になると 、 会計不正事件の発生とそれに起因する監査期
 
待ギャップの問題を背景として、職業的懐疑心は経営者の誠実性に関連付けて議
論されるようになった 。 その端緒は 、１９７８ 年に監査人の責任委員会（ The 
Commission on Auditors’ Responsibilities; 以下、 コーエン委員会とする 。）が  
公表した最終報告書に垣間見ることが出来る。コーエン委員会は同報告書におい
て、「 監査人は、 経営者が不誠実であるとの前提をおくべきではないし 、 また反
対に、経営者の誠実性と正直さを当然のことと考えるべきでもない」 １３） と述べて
おり、 これは監査人がこれまで置いてきた 「経営者は誠実である」 という前提に対
しても疑ってかかるべきであることを示唆していたのではないかと推察する。
　 コーエン委員会が示したこの考え方は 、１９８７ 年に不正な財務報告全米委員会
 １３）  The Commission on Auditors’ Responsibilities［１ ９７８］ ， p. ３８ .（訳は鳥羽 ［１ ９９０］ 、７ ２頁 。）
監査人の職業的懐疑心と経営者の誠実性の関係に関する考察
２６
（ The National Commission on Fraudulent Financial Reporting; 以下、 トレッ
ドウェイ委員会とする 。） が公表した報告書において明確に示された 。 同報告書
 
における 「大部分の不正な財務報告に最高経営者が関与していたことが明らかに
なったことを考えれば、監査人は、経営者の誠実性を当然のこととして監査の前
提におくのではなく、職業専門家としての懐疑心を働かせ、経営者が誠実である
かどうかを確かめるべきである」 １４） との指摘は、職業的懐疑心の対象が監査証拠
から経営者の誠実性に移り変わったことを表していると考えられる １５） 。
??? ???????????
　トレッドウェイ委員会によって明示された経営者の誠実性に対する職業的懐疑
心は、その端緒であるコーエン委員会の主張に依拠する形で、長きにわたり、監
査人が経営者の誠実性に対して 「 誠実（ または正直 ） である 」 あるいは 「 不誠実
 
（ または不正直 ） である 」 というような認識を有することなく 、 いわゆる 「 中立
 
の状態（ neutrality）」 であることをもってそれが保持および発揮されていると  
解されてきた 。 しかし 、２０００ 年代に入り 、 このような姿勢に異を唱える主張
 
が展開されることとなる 。 すなわち 、 監査の有効性に関する専門委員会（ The 
Panel on Audit Effectiveness; 以下、 Panel とする 。） が主張する 「 推定的疑念 
（ presumptive doubt）」１６）の考え方である。 Panel は、コーエン委員会が主張した
「中立の状態」 を修正し、 「共謀、内部統制の無効化および文書の偽造を含む、さ
まざまなレベルでの経営管理者の不誠実の可能性を想定」 １７） するという姿勢を主
張した 。 Panel は、 経営者は概して突然不正な財務報告を行うという理解のも  
と、当時の監査の基準では、特に財務諸表上の重要な虚偽の表示につながる不正
の発見のために監査手続を方向づけることができず、そのような不正を有効に防
止したり、そのような不正の中で重要なものを監査人が発見する蓋然性を著しく
高めたりするには不十分であること、そして職業的懐疑心の実践を適切に導入す
 １４）  The National Commission on Fraudulent Financial Reporting［１ ９８７］ ， p. ５１ .（訳 は 鳥 羽・八 田
［１ ９９１］、６ １頁 。）
 １５）  このような変化にもかかわらず、例えば監査基準委員会 ［２ ０１３］ のように、監査の基準における
定義は現在もなお、監査証拠に焦点を当てたものとなっている。
 １６）  『新英和大辞典　第六版』 によると、 “ doubt”は 「眼前のある命題が真実ではないのではないかと
疑う」 （７ ３１頁 ） ことを意味する。一方、 “ presumptive” の元の動詞である “ presume” は「ある程
度の確信をもって推定する」 （１ ９４９頁 ） ことを意味する。したがって、 本稿では「推定的疑念」 を
「 眼前のある命題が真実ではないのではないかと 、 ある程度の確信をもって疑う姿勢 」 と定義す
る。
 １７）  The Panel on Audit Effectiveness［２ ０００］ ， pp. ８８ -８９ .（訳は山浦 ［２ ００１］、１３４頁 。）
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るための十分な指針を提供していないことを指摘した。これらの指摘に基づいて
なされた勧告の
 
１
 
つが、「 不正捜索型実務の局面」（ Forensic-type Fieldwork 
Phase） の導入である。
　この勧告の意味するところは、 従来の監査を「不正監査」 （ fraud audit） に変化
させることではなく、むしろ職業的懐疑心の程度における監査人の姿勢の変化を
伝えようとするものである 。 この点 、 Panel も従来の監査を不正監査に変化させ
るべきではないという前提を受け入れており、また、そのような変化はコスト・
ベネフィットの観点や企業経営に対する潜在的な不利益の影響の観点からも正当
化されないと指摘している。また、 「推定的疑念」 は「経営者の不誠実さの可能性
を仮定する 」 というものであって 、「 経営者を信用しない 」 というものではな
 
い１８） 。したがって、 不正捜索型実務の局面が導入されたとしても、 監査人と経営
者が財務諸表の適正表示という共通の目標に向かって協力し合うという前提が否
定されるわけではない 。 Panel は、 伝統的な監査の各局面と同様に 、 この不正捜
索型実務の局面を 、「 それがどのように 、 いつ実施されるべきかに注意深く配慮
しながら、 監査の不可欠の部分としなければならない」 １９） と主張し、 「監査人がす
べき重要な質問は 、『 経営者が財務諸表上の不正を犯したいとするならば 、 不正
が起きやすい事業単位はどこか』 」２０） であると指摘している。
???????????????????????????
　 以上のように 、 職業的懐疑心の概念は、 明確な定義を欠くものの 、「 疑ってか
かる姿勢」 に軸足を置きながら、初めにその対象を監査証拠から経営者の誠実性
へ、次にその程度を 「中立の状態」 から「推定的疑念」 へと変化させ、現在に至っ
ていることがわかる。しかし、これらの変化は、監査理論における変化から演繹
的に導き出されたものと言うよりは、財務諸表上の重要な虚偽の表示につながる
経営者不正の発見を強く意識するようになった監査実務の変化に対応して生じた
ものであると考える。その意味で、監査理論と職業的懐疑心の概念の間に齟齬が
生じていないかどうかを確かめるために、監査理論の視点から職業的懐疑心と経
営者の誠実性の関係を今一度検討することに意義があると考える。
　経営者の誠実性に対して監査人はどのような姿勢で臨むべきかという議論は、
 １８）  The Panel on Audit Effectiveness［２ ０００］ ， p. ８９の 注３１。（訳は山浦 ［２ ００１］、１３４ 頁の注３１。）
 １９）  The Panel on Audit Effectiveness［２ ０００］ ， p. ８８ .（訳は山浦 ［２ ００１］、１３３頁 。）
 ２０）  The Panel on Audit Effectiveness［２ ０００］ ， p. ８９ .（訳は山浦 ［２ ００１］、１３４頁 。）
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元を辿れば、監査人と経営者の間の関係についてどのように考えるべきかという
議論に行き着く。より具体的に言うならば、両者の間に利害対立が存在するかど
うかという議論であり、これは監査理論の前提である監査公準の問題として議論
されてきた。そこで、次節では監査人と経営者の間の利害対立の有無に関する異
なる
 
２
 
つの公準を紹介し、理論上はそのいずれに立脚すべきかを検討した上で、
前述の「中立の状態」 や「推定的疑念」 といった経営者の誠実性に対する職業的懐
疑心の意義について考察する。
???????????????????
??????
　一般的に、公準とは、その学問の分野における議論の基礎または前提となるも
のであり、その後の論理や思考を開始する出発点となるものである。監査公準を
提示したことで有名なのが 、 前述の Mautz and Sharaf［１ ９６１］ であ る。彼 ら は
まず、論理学者や哲学者の著作を借りて、公準とその機能の理解に役立つ次の
 
５
つの一般的要素を挙げている。すなわち、 公準は、（
 
１
 
） どのような学問の発展に
も欠くことはできず、 （
 
２
 
） それ自体は直接に検証されない前提であり、 （
 
３
 
） 推論
の基礎となり 、（
 
４
 
）ど のような理論構造においてもかならず基礎的な位置を占
め、（
 
５
 
）そ の後の知識の進歩に照らして挑戦を受けるものであると説明してい
る ２１）。
　これらを踏まえて、 Mautz and Sharaf［１ ９６１］ は監査公準を「監査の論理的に
して統合的な理論の展開に必要な基礎を提供するもの」 ２２） であると定義するとと
もに 、 監査の性質および行動を注意深く検討し 、８
 
つの監査公準を試案として提
示した ２３） 。彼らによると、 この当時、 会計公準の表明のためには相当の関心が払
われていたが、監査公準の表明にはほとんど関心が払われておらず、またこれを
列挙する努力もほとんどなされていなかった。その中にあって、彼らは監査公準
の存在およびその必要性を説き、同書においてその試案を示したのである。
????????????????????????
　上記のような意味を持つ監査公準において、しばしば監査人と経営者の間の利
 ２１）  Mautz and Sharaf［１ ９６１］， p. ３７ .（訳は近澤 ［１ ９８７］ 、４ ９頁 。）
 ２２）  Mautz and Sharaf［１ ９６１］， p. ４２ .（訳は近澤 ［１ ９８７］ 、５ ５頁 。）
 ２３）  彼らの監査公準の具体的な内容については 、 Mautz and Sharaf［１ ９６１］， pp. ４２ -５１（ 訳は近澤
［１ ９８７］ 、５ ５ -６６頁 。） を参照されたい。
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害対立の有無に関する公準が提示されてきた。ここでは、両者の間には 「必然的
な利害対立（ necessary conflict） は存在しない 」 という公準を採用する Mautz 
and Sharaf［１ ９６１］ の主張と 、 両者の間には「 潜在的な利害対立（ potential 
conflict）が存在する」 という公準を採用する Robertson［１ ９７９］ の主張を考察し、
そこから導出される監査人の姿勢をそれぞれ示す ２４） 。
???Mautz and Sharaf?1961????
　 Mautz and Sharaf［１ ９６１］ は、 その第  ２  公準として 「監査人と被監査会社の経
営者の間には必然的な利害の対立はない。 」 という公準を提示している。彼らは、
この公準について次のような説明を行っている ２５） 。すなわち、 自社の成長と繁栄
に関心を持っている経営者と、種々の重要な意思決定に必要な財務資料の信頼性
についてある程度の保証を与えることによって、被監査会社を取り巻く様々な利
害関係者に有益なサービスを提供する監査人の間において、両者の目的が矛盾し
ないことは明らかであると指摘する。したがって、利害の重要な共通性を有する
監査人と経営者の間には利害の対立がないと考えることが合理的であるとしてい
る。
　ただし、これはあくまで 「通常の場合」 あるいは「長期的」 には利害の対立がな
いとする立場である。言い換えれば、彼らは 「特別の場合」 あるいは「短期的」 に
は利害の対立が生じる可能性があると指摘している。例えば、被監査会社が必死
に融資を求めている場合や、経営者が利益額に応ずるボーナス協定を結んでいる
場合などは、自社または経営者自身の直接的利益を得るために、経営者が監査人
をだますことがある。そのような場合には、直接的利益を得ようとする経営者の
目的と、財務諸表の適正性を明らかにしようとする監査人の目的が矛盾するとい
うことである。
　このように、 Mautz and Sharaf［１ ９６１］ は、 監査人と経営者はお互いの利害が
共通することはあっても、必然的な利害の対立は存在しないということを監査の
公準として主張している。また、彼らは両者の間の偶発的な利害の対立の可能性
に十分な注意を払う必要があることは指摘しているものの 、「 反証がない限り 、
経営者は誠実であって、不正に関係していないことを前提とする」 ２６） と述べてい
る。したがって、この公準から経営者の誠実性に対する監査人の姿勢を導出する
 ２４）  両者の主張を考察した文献として、例えば、檜田 ［１ ９８２］ を参照されたい。
 ２５）  Mautz and Sharaf［１ ９６１］， pp .４４ -４６ .（訳は近澤 ［１ ９８７］ 、５ ５頁 。）
 ２６）  Mautz and Sharaf［１ ９６１］， p. ４５ .（訳は近澤 ［１ ９８７］ 、５ ９頁 。）
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ならば、 監査人は「経営者は誠実である」 ことを前提として監査を実施することに
なる。
??? Robertson?1979????
　 Robertson［１ ９７９］ は、上述の Mautz and Sharaf［１ ９６１］ とは異なり、 「監査
人と経営者の間には潜在的な利害の対立が常に存在する」 という監査公準を提示
している ２７） 。 彼の公準は、 それが提示された当時の社会環境を反映したものと
なっている 。 すなわち 、１９７０ 年代中頃まで 、 監査人は彼らと経営者の間には必
 
然的な利害対立は存在しないと信じる傾向にあり、上記の公準にあるような見解
を必ずしも支持してこなかったが、その後の企業における会計不祥事の広範な発
覚、 およびその結果としての、 「何かを行う」 べき監査人に対する一般大衆の抗議
が、監査人の考え方に変化をもたらしたのである。
　 Robertson［１ ９７９］ によると 、 潜在的な利害対立が常に存在するという信念を
保持することは、監査人が行う監査計画の中に、財務諸表に重要な影響をもたら
すであろう誤謬や違法行為を探索するための手続を含めさせることになる。これ
は、監査人にとってはより広範な、そして被監査会社にとってはより費用のかか
る監査を求めることになり、そのような状況は誤謬や違法行為が存在しない大部
分の監査においては望ましくない。にもかかわらず、少数の経営者によって実行
された悪事を理由に 、 監査人はすべての監査において 「 何かを行う 」 ことに対応
 
することになると述べている。
　 このように 、 Robertson［１ ９７９］ は、 監査人と経営者の間には潜在的な利害の
対立が存在することを前提に監査を実施すべきであると主張しているが、厳密に
言えば、 彼は「 経営者は不誠実である 」 ことを前提とすべきであるとは主張して
 
いない。彼は、監査上の正当な注意の中で要求されている懐疑的な姿勢は、経営
者の誠実性についての偏見のない心と釣り合いが取られていなければならず、監
査人は、すべての経営者が不正直であると盲目的に仮定すべきではないし、経営
者を考えなしに完全に正直であると仮定すべきでもないと述べている ２８） 。し た
がって、彼が提示した公準から経営者の誠実性に対する監査人の姿勢を導出する
ならば、 監査人は「経営者は不誠実である」 ことを原則として
・ ・ ・ ・ ・
監査を実施すること
 ２７）  Robertson［１ ９７９］ ， p. ３１ .
 ２８）  この主張は、彼の著書の改訂版が出される前年に公表された、コーエン委員会の主張を反映した
ものであると解される。
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になる ２９） 。
??? Robertson?1979??????????
　しかし、彼の提示した公準は、次の
 
２
 
つの点から採用することができないと思
われる。第
 
１
 
に、 そもそも両者の間に潜在的な利害対立が存在すると監査人が考
えるならば、監査人は経営者と監査契約を締結することができないという点であ
る。監査のプロセスは、監査人と経営者との間で監査契約が締結された時点から
開始されるが、この監査契約は両者の間に信頼関係が存在することが前提となっ
ている。したがって、経営者は自己または自社の直接的利益を得るために行動す
るという前提を監査人が置いている限り、そこに信頼関係は存在しえず、結果と
して監査契約は締結されないことになる。
　第
 
２
 
に、仮に上記の問題を乗り越えて監査契約を締結したとしても、両者の間
に潜在的な利害対立が存在することを前提とする以上、監査の実施は困難あるい
は不可能である点である 。 これについて 、 前述の Mautz and Sharaf［１ ９６１］は
次のように指摘している ３０） 。すなわち、 このような前提に基づくならば、 監査人
は経営者やその支配下にある従業員から得られる情報を信用することができない
ため、非常に広範かつ精細な監査を実施しなければならなくなる。そうなれば、
監査人は自ら発生した取引を見つけ出し、記録や計算書を作成し、それから監査
を実施しなければならない状況に追い込まれる。しかし、監査人がこのような最
初の
 
２
 
つの手続を実施すれば、いわゆる二重責任の原則に抵触することとなって
しまうのである ３１）。
　このような理由により、監査人と経営者の間に利害対立が存在することを前提
とする Robertson の主張は否定され、その結果として 「経営者は原則として不誠  
実である」 と考える姿勢も採用することができないと思われる。
????????????????
　以上の考察から明らかなように、監査理論の前提となる監査公準については、
「 監査人と経営者の間に必然的な利害対立は存在しない 」 という Mautz and 
 ２９）  ここでは、 不誠実であるとしか考えないという意味での 「前提」 に対して、 誠実であると考える余
地も残されているという意味で 「原則」 という言葉を使用している。
 ３０）  Mautz and Sharaf［１ ９６１］， p. ４５ .（訳は近澤 ［１ ９８７］ 、５ ９頁 。）
 ３１）  さらに、実務的な視点から考えても、監査人と利害が対立する経営者から監査業務への協力を得
ることは考えにくく 、 経営者の協力なしに監査を実施することは事実上困難であると言える 。
Mautz and Sharaf［１ ９６１］， p. ４５ .（訳は近澤 ［１ ９８７］ 、５ ８ -５９頁 。）
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Sharaf［１ ９６１］ の立場を採用すべきと考える。他方、彼らの主張から直接導出さ
れる監査人の姿勢は、現代の職業的懐疑心に対する考え方としては受け入れ難い
ものとなっている 。 それでは 、 当該公準の下で現代の職業的懐疑心 、 すなわち
「中立の状態」 と「推定的疑念」 はどのように位置づけられていると考えればよい
のであろうか。
　 これについて筆者は 、 経営者の誠実性に対する職業的懐疑心は 、 Mautz and 
Sharaf［１ ９６１］が指摘しているところの 「特別の場合」 が発生する可能性に焦点を
当てたものではないかと考える 。 Panel も指摘するように 、 普段は誠実な経営者
も突如として不正な財務報告を行う可能性がある。監査人はそのような可能性に
常に注意を払うことが求められており、これが監査において特にその保持および
発揮が要求される職業的懐疑心なのではないだろうか。その意味で、経営者の誠
実性に対する職業的懐疑心の本質は、経営者を性善説でも性悪説でもなく、性弱
説に立って眺めているところにあると考える。そして、 このように考えれば、 「監
査人と経営者の間に必然的な利害対立は存在しない」 という監査公準を基礎に置
いたとしても、 「中立の状態」 と「推定的疑念」 のいずれの姿勢も採用できる。
　そこで、次節では経営者の誠実性に対する職業的懐疑心を 「経営者が誠実でな
くなる可能性を評価する際の監査人の姿勢」 と定義し、当該姿勢の下で監査人が
行う経営者の誠実性に対する評価と、それによって影響を受ける諸要素との関係
について考察する ３２） 。
? ???????????????????????
　経営者の誠実性に対する監査人の姿勢として、 前節までに
 
４
 
つのものを示した。
すなわち、コーエン委員会が主張した 「 中立の状態」、 Panel が主張した 「推定的
疑念」、 Mautz and Sharaf［１ ９６１］ の公準から導出される 「誠実を前提」 、 そして
Robertson［１ ９７９］ の公準から導出される 「原則不誠実」 である。このうち、 「原
則不誠実」 は上述の理由から採用されないことは明らかであるが 、 残りの
 
３
 
つの
姿勢の違いはどのように考えればよいであろうか。そこで、本節ではこれらの違
いを明らかにするために、経営者の誠実性に水準の概念を導入して考察を行うこ
 ３２）  鳥羽［２ ０１３］ は、 Mautz and Sharaf［１ ９６１］ と Robertson［１ ９７９］ が主張する監査公準を「監査人
と被監査会社の経営者との間の利害の対立関係についての認識 」 という軸 、 コーエン委員会と
Panel が主張する職業的懐疑心を「監査人が疑問を投げかける姿勢の強さ」 という軸として、 監査
上の懐疑主義の概念的枠組みを両者が交差する関係として示している。
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とにする。
????????????
　図表
 
２
 
は、 経営者の誠実性（ Management Integrity; 以下、 MI とする。 ）に水準
の概念を導入したものである 。 図表
 
２
 
においては 、 左に行けば行くほど MI は低
くなり、 逆に右へ行けば行くほど MI は高くなる。そして、 監査人が評価した MI
の水準（以下、 MIi とする。 ） は、図表  ２  の中で任意の水準を取ることになる。
　 監査人が最初に MI を評価するのは 、 個々の経営者から監査業務の依頼があっ
た時点である 。 そこにおいて 、 監査人が当該 MI を、 監査契約を締結できない程
に問題があると判断した場合は、監査人は監査契約を結ばず、逆に特に問題がな
いと判断した場合は 、 その時点での MIi が初度監査における最初の水準となる 。 
つまり 、 監査人が当該経営者と監査契約を締結するには 、 MIi が監査契約を締結
しても良いと考える水準 （ 以下、 MIeng とする 。） を越えていることが前提とな  
る。
　ま た、 MIi は当該年度の監査が完了するまでの間 、 常に改訂され続ける 。 なぜ
なら、実際に監査業務を遂行する中で、監査人は経営者の誠実性に関連する様々
な事象に遭遇するからである 。 そして 、 最終的に監査が完了した時点での MIi 
が、次年度の監査における最初の経営者の誠実性の水準となって引き継がれるこ
とになる ３３） 。
　このように考えると、 前述の
 
３
 
つの姿勢は次のように整理できる。まず、 「誠実
を前提」 と「中立の状態」 の違いは、 文字通り、 経営者が誠実であることを前提と
するかどうかである。その意味で、 両者の間には境界線となる水準 （以下、 MIneu
 ３３）  ただし 、 監査契約を更新する際にも 、 監査人は MI について改めて評価するはずなので 、 厳密に
は両者が同じ水準であるとは限らない。
????????????MI???????????
監査契約不成立 
推定的疑念 
中立の状態 
誠実を前提 
MIeng MIpsd MIneu低 高 
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とする。 ） が存在し、「誠実を前提」 では MIi が MIneu を下回ることはないと考え
られる。なぜなら、 MIi が MIneu を下回ることがあるとすれば、その場合はもは
や経営者が誠実であることを前提とした監査を実施することができないからであ
る。次に、 「中立の状態」 と 「推定的疑念」 の違いは、 MIi の上限水準をどこに設
定するかによって生じていると考えられる。すなわち、 「中立の状態」 よりも疑っ
てかかる程度を強めている 「推定的疑念」 は、「中立の状態」 よりも MIi の上限水
準を低く設定 （以下、 MIpsd とする。 ） していると解される。ただし、ここでは両
者ともに 「 監査人と経営者の間に必然的な利害対立は存在しない 」 ことを理論的
基礎としており 、 また MIi が MIeng を越えている点では両者の間に違いはない  
ので、 監査人はあくまで 「 経営者は誠実である 」 という思想を出発点としている
 
ことに留意する必要がある。
　 ここまでの議論を踏まえて 、 MI に対する監査人の姿勢とそれぞれの姿勢にお  
いて MIi が含まれる範囲を整理すると 、 図表 ３  のようにまとめることができ
る ３４） 。
???????????????????????????
　経営者の誠実性に水準の概念を導入することには、次のような利点があると考
える。
　第
 
１
 
に、 監査人が経営者の誠実性を水準で捉えることによって 、 単に経営者を
全く誠実であるか、あるいは全く不誠実であるかという二者択一で評価するので
はなく、その間で柔軟に評価するという意識が強調される。そうすれば、個々の
監査業務において保持および発揮すべき職業的懐疑心の水準を明確に認識しなが
ら監査を実施することができるようになると考える。
　第
 
２
 
に、監査人が経営者の誠実性を水準で捉えることによって、経営者の誠実
 ３４）  任［２ ０１２］ は、 これら  ３  つの姿勢に「原則不誠実」 を加えた  ４  つの姿勢に関して、 それぞれの姿勢
を取る際に監査人が負うリスクについて類型化を試みている。
????M I???????????M I i???????
各姿勢を主張・ 採用する論者・ 文献等MIi が含まれる範囲MI に対する監査人の姿勢
Mautz and Sharaf［１ ９６１］MIneu ＜ MIi誠実を前提
コーエン委員会、 『監査基準』MIeng ≦ MIi ≦ MIneu中立の状態
Panel, Nelson［２ ００９］MIeng ≦ MIi ≦ MIpsd推定的疑念
※ただし、 MIpsd ＜ MIneu である。 　　　　　　　　　　　　　
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性に対する監査人の評価は最初の水準で固定されるものではなく、監査プロセス
を通じて常に改訂され続けるものであるという意識が強調される。このような意
識が高い場合と低い場合では、例えば、経営者による不正の可能性を示唆する状
況に遭遇した際の対応が異なってくると思われる。すなわち、このような意識が
低い場合には、当該状況に遭遇したとしても、それまでに監査人が下している高
い評価を理由に、何らの対応策も講じようとせず、そのような不正の存在を見逃
してしまうかもしれない。しかし、このような意識が高い場合には、監査人は経
営者の誠実性に対する評価を積極的に改訂し、不正リスクの水準および職業的懐
疑心の水準を高め、追加的な監査手続を実施したり、入手した監査証拠をより批
判的に評価したりしやすくなると思われる。
　第
 
３
 
に、監査人が経営者の誠実性を水準で捉えることによって、監査業務を遂
行する上で常に注意を払うべき不正リスクの水準が明確になる。不正リスクの水
準の変化は、監査人が当該監査で保持および発揮すべき職業的懐疑心の水準に影
響を及ぼし、監査計画を策定する際に経営者による不正の存在を意識する程度を
高めたり、監査証拠を評価する際に批判的な姿勢を強めたりすると考えられる。
例えば、 監査契約締結時の MIi の水準が MIeng に近い水準で評価された場合は 、 
それが MIneu に近い水準で評価された場合よりも 、 経営者不正に関連する不正  
リスクの水準が高く評価されるとともに、その後の監査業務において、特に監査
証拠の入手および評価に関連して保持および発揮される職業的懐疑心の水準も高
く設定されるだろう。その結果、経営者による不正の存在を強く意識した有効性
の高い監査手続が計画されるだろうし、そのような監査手続に基づいて入手され
る監査証拠についても、より批判的な評価を行うことになるだろうと思われる。
図表
 
４
 
は、これらの関係を示したものである。
実務上の対応
→監査証拠に関連する職業的懐疑心の水準→
経営者不正に関連する
不正リスクの水準→MIi の水準 監査証拠の評価監査計画の策定
監査契約不成立→MIengより低い
最も批判的に
評価
経営者不正を
最も強く意識→最も高い水準→最も高い水準→MIeng
・・・
より批判的に
評価
経営者不正を
強く意識→より高い水準→より高い水準→MIpsd
・・・
批判的に評価経営者不正を意識→必要最低水準→必要最低水準→MIneu
正当な注意を
もって評価
経営者不正は
意識しない→
保持・ 発揮されな い
（正当な注意に止まる）→当該リスクを意識しない→MIneuより高い
????M I
 i?????????????????????????
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　以上のような利点を考えれば、監査人は経営者の誠実性を水準で捉えるととも
に、 彼らがその業務の前提としている現在の MIi の値を明示し、 監査人にそれを
常に意識させることが有効であると思われる。
 ?????????
　本稿では、職業的懐疑心の概念整理の一環として、職業的懐疑心とその対象で
ある経営者の誠実性との間の関係について考察を行った。 Panel が提示した「推定
的疑念」 は、 一見して Mautz and Sharaf［１ ９６１］ が提示した「監査人と経営者の
間に必然的な利害対立は存在しない」 という監査公準とは相容れないように思わ
れる 。 しかし 、 その姿勢は「 経営者を信用してはならない 」 ことを強調している
のではなく、 「生来的に “弱い” 存在である経営者は、いつでも不正を行う可能性
がある 」 ということを監査人に強く意識させることを目的としていると思われ
る。したがって、経営者の誠実性に対する職業的懐疑心としては 「中立の状態」
と「推定的疑念」 の
 
２
 
つともが採用され得ると考えられるが、 本稿の考え方を『不
正リスク対応基準』 に当てはめると、例えば、社会的影響の大きな上場企業等の
監査においては、 MIi の上限を意識的に設定する「推定的疑念」 を採用するといっ
た対応も考えられる。
　最後に、本稿での考察に関連する今後の課題について言及したい。まず、本稿
では経営者の誠実性に水準の概念を導入して既存の概念の整理を試みたが、そも
そも当該水準を明示的かつ画一的に評価できるかという問題がある。誠実性とい
う定性的な対象を定量的に評価するためには、それ相応の工夫が必要であると考
える。また、そのような評価は監査人の主観に影響される可能性があるため、監
査人ごとの評価結果のばらつきを抑える工夫も必要である。次に、本稿では監査
人が評価した経営者の誠実性の水準と、それによって影響を受ける諸要素との関
係について考察したが、前者が後者にどの程度の影響力を持っているのか、そし
てそれが実務上の対応（すなわち、 監査計画の策定と監査証拠の評価） にどのよう
に具体的に反映されるのか、といった点については明らかにしていない。これら
については、 例えば、「誠実を前提」 とした場合の職業的懐疑心の水準や具体的な
実務上の対応を比較対象として、それとの差異を分析することによって影響力や
反映の程度を測定するといった方法が考えられる。
　これらに加えて、より重要な課題が残されている。例えば、本稿では職業的懐
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疑心の概念そのものについて何ら検討していない。また、任 ［２ ００６
 b］ は、職業
的懐疑心の対象が今後さらに別のものへと移行する可能性を示している ３５） 。こ れ
らの重要な課題についても考察を行っていきたいと考えているが、 紙幅の関係上、
本稿ではひとまず経営者の誠実性と職業的懐疑心の間の関係を考察するまでに止
め、それらは別稿に譲ることとしたい。
（筆者は関西学院大学大学院商学研究科博士課程後期課程  ２  年）
 ３５）  任［２ ００６  b］、４ ０ -４１頁 。
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